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議案第７号関係 参考資料 

 

千葉市立高等学校管理規則等の一部改正について（議案第７号） 

（学校教育部教育改革推進課） 

 

 

１ 改正の趣旨 

中等教育学校への移行に伴い、稲毛高等学校の生徒定員に係る規定の一部改正を行う。 

 

２ 改正の概要  

 令和７年４月１日以降の稲毛高等学校第１学年の生徒定員を削除し、生徒定員合計を普

通科４００名及び国際教養科８０名に改正する。 

学級数の推移（「千葉市立稲毛国際中等教育学校移行基本計画」をもとに作成） 

 

               ※（ ）内は普通科の学級数。（４０人／１クラス） 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日から施行する。 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９以降

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027以降

３年 8(7) 8(7) 8(7) 6(5) 6(5) 6(5) 4(4) ６年

２年 8(7) 8(7) 6(5) 6(5) 6(5) 4(4) 4(4) ５年

１年 8(7) 6(5) 6(5) 6(5) 4(4) 4(4) 4(4) ４年

24(21)22(19)20(17)18(15)16(14)14(13) 12(12)

３年 2 2 2 4 4 4 4 ３年

２年 2 2 4 4 4 4 4 ２年

１年 2 4 4 4 4 4 4 １年

6 8 10 12 12 12 12中等・中学規模

高校規模

年度 中等教育学校

高等学校 後期課程

附属中学校 前期課程
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議案第 8号関係 参考資料 

 

 

千葉市育英資金支給条例施行規則の一部改正について（議案第８号） 

（学校教育部教育改革推進課） 

 

 

１ 改正の趣旨 

  中等教育学校への移行に伴い、千葉市育英資金支給条例施行規則の学校長表記に

ついて一部改正します。 

 

２ 改正の概要  

（１）千葉市育英資金の支給対象者に、市立高等学校に加えて、中等教育学校（後期 

  課程）の生徒が加わるため、学校長の表記に「千葉市立中等教育学校長」を追記 

する改正を行う。 

（２）上記（１）により、様式についても所要の整備を行う。 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日から施行する。 
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新旧対照表（千葉市育英資金支給条例施行規則の一部改正） 
千葉市育英資金支給条例施行規則（昭和３７年千葉市教育委員会規則第１号）の一部を次のように

改正する。 

改 正 前 改 正 後 

（申請書類） 

第５条 （略） 

２ 申請者が在学する千葉市立高等学校長（以下

「校長」という。）は、推薦調書（第２号様式）

を作成し、前項に掲げる書類とともに教育委員

会に提出しなければならない。 

 

 

（受給者の選考） 

第６条 （略） 

２ 審査委員会の委員は、教育長、教育次長、学

校教育部長、教育改革推進課長及び千葉市立

高等学校長をもって充てる。 

 

第１号様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（申請書類） 

第５条 （略） 

２ 申請者が在学する千葉市立高等学校長及び

千葉市立中等教育学校長（以下「校長」という。）

は、推薦調書（第２号様式）を作成し、前項に

掲げる書類とともに教育委員会に提出しなけ

ればならない。 

 

（受給者の選考） 

第６条 （略） 

２ 審査委員会の委員は、教育長、教育次長、学

校教育部長、教育改革推進課長及び校長をもっ

て充てる。 

 

第１号様式 
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改 正 前 改 正 後 

第２号様式 

 

 

第３号様式 

 

 

第２号様式 

 

 

第３号様式 
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改 正 前 改 正 後 

第５号様式 

 

第６号様式 

 

第５号様式 

 

第６号様式 
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改 正 前 改 正 後 

第７号様式 

 

第８号様式 

 

 

 

第７号様式 

 

第８号様式 
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改 正 前 改 正 後 

第９号様式 

 

 

第９号様式 

 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

  この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第９号関係 参考資料 

 

千葉市図書館管理規則の一部改正について（議案第９号） 

 

生涯学習部中央図書館管理課 

 

 

１ 改正の趣旨 

 健康保険法等の一部改正に伴い、健康保険等の被保険者証が廃止されることから、 

本人確認書類を見直し、様式における所要の改正を行うため、規則の一部改正を行う。 

 

 

２ 改正の内容 

様式第１号利用申込書について、住所の確認欄の「身分証明書」を「マイナンバー 

カード（個人番号カード）」に改め、「保険証」を削る。 

 

３ 施行年月日 

  令和７年４月１日 
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議案第 10 号関係 参考資料 

 

千葉市立学校職員服務規程の一部改正について（議案第１０号）  

 
 

教育総務部教育給与課  

 

１  改正の趣旨  

特別休暇の名称変更、健康保険証の新規発行廃止及び勤務時間の新設に伴い、特別休暇願

及び休憩時間変更事由申出書の様式を改める。  

 

２  改正内容  

別紙議案書及び新旧対照表のとおり。  

 

３  施行期日  

令和７年４月１日  

 

４  参考  

（１）特別休暇の名称変更  

【改正前】  【改正後】  

子の看護  休暇  

孫の看護  休暇  

子の看護等休暇  

孫の看護等休暇  

 ※既存の取得事由に加え、「各種式典のほか、運動会や授業参観などの学校等が実施する行

事に参加する場合」や、「感染症に伴う学級閉鎖等の際に子の世話を行う場合」の２点を

追加する予定。また、対象となる子の年齢を現行の「中学校就学前」から、「義務教育が

終了するまで」に拡充する予定。  

 

（２）健康保険証の新規発行廃止  

   令和 6年 12月 2日以降：健康保険証の新規発行廃止。  

令和 7年 12月 1日まで：現行の健康保険証は有効期限内（経過措置期間として有効期限  

最大 1年）において利用可能。  

令和 7年 12月 2日以降：現行の健康保険証は利用不可。  

 

（３）勤務時間の新設  

 

※学校は対象外  
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議案第１１号関係 

参考資料 

 

千葉市教育委員会職員安全衛生管理規程の一部改正について（議案第１１号） 

教育総務部教育給与課 

 

１ 改正の趣旨 

教育委員会事務局がポートサイドタワーから本庁舎に移転したことに伴い、

これまで教育委員会事務局の各課等を事業場としていた「事務局その他衛生委

員会」を廃止し、令和７年度から本庁舎の市長部局各課等を事業場としている

「本庁その他衛生委員会」に統合する。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 法的根拠 

  労働安全衛生法上では、事業場を単位として衛生委員会を設置することと

なっている。「昭和 47 年９月 18 日発基第 91 号通達」により事業場の範囲の

考え方が示されている。 

（１） 主として場所的観念（同一の場所か離れた場所かということ）によって

決定すべきであり、同一の場所にあるものは原則として一つの事業とす

る。 

（２） 場所的に分散しているものは原則として別個の事業場とする。例外とし

て、場所的に分散しているものであっても規模が著しく小さく、組織的な

関連や事務能力等を勘案して一つの事業場という程度の独立性が無いも

のは、直近上位の機構と一括して一つの事業場として取り扱う。 

（３） 同一の場所にあっても、著しく労働の態様を異にする部門がある場合に

は、その部門を主たる部門と切り離して別個の事業場とする。 

 

３ 改正内容 

上記見直しに伴い、千葉市教育委員会職員安全衛生管理規程の別表１、２及

び３について規定の整備を行う。 

 

＜現在＞ ＜案＞

衛生委員会名 管轄事業場 衛生委員会名 管轄事業場

事務局その他

衛生委員会
教育委員会事務局各課等

本庁その他

衛生委員会

市長部局各課等、

教育委員会事務局各課等
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議案第１３号関係 参考資料 

 

 

千葉市指定文化財候補 

金光院
こんこういん

の板碑
い た び

 

 

 

 

１ 種別 

   有形文化財（考古資料） 

２ 員数 

   １枚 

３ 所有者 

   金光院 

（千葉市若葉区金親町 959番地） 

４ 所在地 

   千葉市中央区亥鼻 1丁目 6番 1号 

（千葉市立郷土博物館内） 

５ 適用基準 

   本市の歴史上重要なもの 

６ 法量 

高さ 114.5㎝、幅 36.2㎝ 

７ 時代 

   正應二年（1289） 

８ 説明 

   金光院（若葉区金親町）に古くから伝承される板碑で、緑泥片岩製の典型的な武蔵型

板碑である。 

   頂部の山形や下端の根部は欠損するが、主要部分の遺存状況は良好で、身部は周囲の

枠線内側に、阿弥陀三尊種子と年紀が刻まれている。阿弥陀三尊種子は、上部に阿弥陀

如来の種子キリークを大きく表現し、その下に脇侍の観音菩薩の種子サ(右)、勢至菩薩

の種子サク(左)を配する。それぞれの種子の下に蓮座を表現する。 

   阿弥陀三尊種子の下部に「正應二年二月日」（西暦１２８９年）の紀年銘が草書体で

刻まれ、紀年銘から現存する市内最古の板碑と推定される。なお、板碑で唯一の市指定

文化財である「武石の板碑」は永仁二年（西暦１２９４年）、県内で最古のものは正元

元年（西暦 1259 年）の紀年銘を有するが、１３世紀代の年号が彫られた板碑は県内で

も 10例に満たず、類例の少ないものである。 

   伝承では、金光院は正應二年二月の創建とされ、寺院の歴史を伝える資料としても重

要である。 
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